第１回差別解消部会における委員の意見等
Ⅰ　「ガイドライン」について

[対象分野]

○　ガイドラインの検討対象とする「分野」に関し、「公共交通機関」の中には、飛行機、船舶は含まれるのか。
（事務局）

公共交通機関には、広く飛行機、船舶も含む。
　○　司法手続きの利用、司法アクセス権についても重要な分野だととらえており、これについてもガイドラインの対象に含めるべき。

　　（事務局）

　司法手続きなどは国の所掌になるので、国の議論や、司法機関での検討を見ていかざるを得ないのではないか。本部会では、事業者として行われる行為についての課題を検討いただきたい。
　[障がい・障がい者の定義]
　○　障がいを理由として障がい者の家族等の関係者に対して異なる取扱いをすることも「不当な差別的取扱い」に該当しうるとの事務局の整理は前進と受け止めたい。
○　性同一性障がいやアルビノの症状などのいわゆる「見た目問題を抱える当事者についても、「社会生活に相当な制限を受ける状態にある者」として、検討の対象に含めるべき。
　　（事務局）　

　そのような方々で、日常生活や社会生活に制約がある方々がおられると認識しているが、本部会では、今、障がい福祉施策の中で一般的に取り扱ってきている障がいの範囲での検討をお願いしたい。

　　（部会長）

　　　性同一性障がい等については、法施行に向けた国の動向を踏まえながら議論していきたい。

　[合理的配慮]

　○　合理的配慮の不提供に関する正当化事由で、「障がい者等からの意思表明」について、障がい者の中には意思表明ができない方もいると思うので、家族や支援者が意思表明をする場合を含むとすることは重要。
○　合理的配慮に係る、「過度の負担」について、誰がどのように判断するのか。

　　（事務局）

　事例募集による事例をもとに、ご議論いただきたい。また、「相談、紛争の防止・解

決の体制」のあり方の中でも、ご議論いただきたい。
　[ガイドラインの位置づけ・事業者との関係]
　○　合理的配慮の提供については民間事業者の努力義務だが、不提供に対して行政が実効的に指導していけるのかどうかを危惧している。

○　ガイドライン違反になった場合、どのような対応になるのか。

（事務局）

府のガイドラインは、府民に、分かりやすく差別とは何かという物差しを示す、あるいはどのような配慮や工夫が望ましいのかを示すものと考えているが、事業者に指導する際にガイドラインを使うのかどうかについては、事業者に対して指導する権限を付与するのかどうかの議論と併せてなされるべきものと思っている。

ガイドラインの検討の中で、事業者に対しての指導権限を付与するべきというものを考えるのであれば、体制のあり方についても、今後、ご検討いただきたい。
○　今回のガイドラインは、「このガイドラインにあるように、これを守ろうと大阪府としては進めているので、取組みをしていただきたい」という形で、事業者の指導に使うことはあり得ることだと思う。

　○　ガイドラインを使って事業者の指導をして、どうしても納得を得られない場合は、第三者的な機関で議論していただき、どのラインで合意するのかを議論してもらう体制のあり方を検討すべき。
○　例えば、営業の自由として「お客さまにたくさん来てもらうために、車いすの方はお断り」という事案がある。このような事案では、法律や、「これは差別ですよ」というガイドラインがないと、なかなか話を受付けてもらえないところがある。店側もこのような工夫をしてもらえれば車いすの人も利用できるという話し合いのテーブルを作るという意味でも、このようなガイドラインや、ある程度、指導ができる機関が必要だと思う。
　[検討の進め方等]
　○　雇用分野は障害者雇用促進法が優先されるが、この部会での議論の対象となるのか。

　（事務局）

　現時点においては、直ちに、部会での議論から除外するとは考えていないが、国が策定する雇用分野の事業者向けの指針も踏まえ、今後、整理していく。

Ⅱ　相談、紛争の防止・解決の体制のあり方について

[相談の事例]

○　「障がい者110番」では、平均月３０件程度の相談がある。受けている相談の内容としては、日常生活で精神的に不安になったこととかで相談により気持ちを落ち着けたりして整理をするなどのものもあれば、どこに相談をしたらよいのか分からないのでまず相談をされて、内容によって、より適切なところ、より専門的なところにつなぐものもある。

○　スロープは設置されているが、自転車が置いてあって通れないなど、設備はあっても人為的な理由で利用できないという訴えを聞く。

　○　福祉サービス等々の関係の相談では、内容が不適切というよりは、役所や医療機関において、納得がいかない、説明が不十分だったり丁寧でないというものが多い。

○　障がい者手帳、療育手帳を持っている場合は生命保険に入れないと言われる。生命保険の保険の条件などは民間業者が設定しているが、なぜ加入できないのかをきちんと説明をしてもらえないという相談がある。
○　最近、多いのが発達障がいについての相談。学校や教育委員会に言っても対応してもらえないという相談事例が目立っている。既存の相談窓口では、自分の気持ちを理解してもらえない、なかなか合意を得られないなどで、話し合いが進まないところがある。
　○　大阪府社会福祉協議会の相談事業では、年間６００件くらいの案件がある。近年は地域にいろいろな相談機関ができているが、そのような機関で非常に取扱いが難しい、解決が困難な事例について、そのような機関や市町村、施設、児童相談所、地域包括支援センター、障がい者相談支援センターからの相談を受けている。消費者被害の問題や、虐待や権利侵害を受けておられるという相談、成年後見人制度の利用についての相談も増えている。
　○　簡易裁判所の民事調停や弁護士会の人権救済の制度は、敷居が高かったり、使い勝手が悪かったりということがある。
[第三者的な機関、障害者差別解消支援地域協議会]

　○　ガイドラインを使って事業者の指導をして、どうしても納得を得られない場合は、第三者的な機関で議論していただき、どのラインで合意するのかを議論してもらう体制のあり方を検討すべき。（再掲）

○　既存の相談機関で行き詰まったら、第三者の機関があるという形の体制整備を検討すべき。
　○　差別的取扱いをすることについて正当な理由が存在する場合については「不当な差別的取扱い」に該当しないとあり、これは「第三者の立場から見ても納得を得られるような」ものとある。何が客観的で、誰が判断するのかというと、中立的な立場の人や、障害者差別解消支援地域協議会が考えられるのではないか。

　○　障害者差別解消法第17条の規定は、円滑に対応するために関係機関により構成される組織を設けるとあり、障害者差別解消支援地域協議会を活用する方向を検討してもよいのではないか。

　○　差別の解消については、最初から罰則や勧告に頼るのではなく、話し合いが非常に重要。既存の制度だけではなく、法第１４条で体制の整備について規定されているので、紛争解決機関のような制度を検討すべき。

[差別解消に向けた実効性の確保]

　○　合理的配慮の提供については民間事業者の努力義務だが、不提供に対して行政が実効的に指導していけるのかどうかを危惧している。（再掲）

○　例えば、営業の自由として「お客さまにたくさん来てもらうために、車いすの方はお断り」という事案がある。このような事案では、法律や、「これは差別ですよ」というガイドラインがないと、なかなか話を受付けてもらえないところがある。店側もこのような工夫をしてもらえれば車いすの人も利用できるという話し合いのテーブルを作るという意味でも、このようなガイドラインや、ある程度、指導ができる機関が必要だと思う。（再掲）

○　千葉県が障害者差別禁止条例をつくったように、大阪府が指導等の権限を持とうとすると、条例を制定するなどの整備が必要。法律を超えるところは、大阪府として取り組む必要。
「ガイドライン」の検討の進め方等について

１．検討の進め方（総論）

　○　事例募集において提出された事例等を基に、事務局において、分野ごとに、以下に従い分類した上で、今年度第２回以降の差別解消部会において提示することとする。

　　　①「不当な差別的取扱い」と思われる事例/②「合理的配慮の不提供」と思われる事例/③その他

　○　①については、府民が「差別とは何か」という共通の認識を持つことができる物差しを分かりやすく提示する観点から、不当な差別的取扱いに該当すると思われる事例について、どのような理由で、不当な差別的取扱いとなるのかや、逆に、どのような理由があるときに正当化されるかについて議論。
　
○　②についても①と同様に議論。但し、合理的配慮については、配慮を必要とする障がい者の態様や状況等、また、配慮が求められた側の事業規模、人員体制、費用負担等によって変わる個別性の非常に高いものであることから、合理的配慮とは何かを明らかにするよりも、昨年度に大阪府が実施した、「社会的障壁の除去に向けた障がい者への配慮や工夫の事例」も参照しながら、望ましい取組み例について議論。
2．ガイドラインの検討対象とする「分野」について

　○　差別は、障がい者の生活の様々な場面で起こり得るが、本部会の検討対象とする主な場面としては、他自治体の障がい者差別の解消に係る条例、また、府が取りまとめて公表した障がい者に対する配慮や工夫の事例募集の際の整理を参考に、府民生活に深く関わる以下の８分野が考えられる。

　　　①公共交通機関、公共的施設・サービス等／②情報・コミュニケーション／③福祉サービス／

④商品・サービス／⑤住宅・不動産／⑥医療／⑦教育／⑧雇用／（⑨その他）

３．検討を進めるに当たっての認識（案）
　（１）基本的な考え方

　　　○　「障がい」「差別」「合理的配慮」等の概念については、障害者差別解消法を含む各法の規定や国の差別禁止部会の意見書の中でおよその考え方が整理されていることから、今後の検討に当たっては、障害者差別解消法等の規定や、上記意見書の内容と整合をとることが考えられる。

　　　○　具体的には、以下の（２）～（６）の方針に従って検討。

　（２）「障がい」「障がい者」の捉え方

　　　○　障がい者の定義について

⇒　障害者基本法第2条第1号、障害者差別解消法第2条第1号の定義によるものとすることが考えられる。

　　　○　障がいを理由として障がい者の家族等の関係者に対して、異なる取扱いをすることについて

　　　　⇒　「不当な差別的取扱い」に該当しうるとの前提で検討することが考えられる。

　（３）差別的取扱いに関する正当化事由

　　　○　差別的取扱いをすることについて正当な理由が存在する場合について

　　　　⇒　「不当な差別的取扱い」に該当しないとの前提で検討することが考えられる。


　（４）合理的配慮の不提供に関する正当化事由

　　　○　合理的配慮の実施に伴う負担が過重である場合について

　　　　⇒　「合理的配慮の不提供」には該当しないとの前提で検討することが考えられる。


　　　○　障がい者等からの意思表明がない場合について

　　　　⇒　合理的配慮を実施する義務は生じないとの前提で検討することが考えられる。


　（５）私人の行為等

　　　○　障がい者への誹謗中傷等、ネット上での書込み等について

　　　　⇒　これらは、一般私人の行為や個人の思想等に関することであるため、本部会での検討の対象外とすることが考えられる。

　　　　⇒　こうした行為については、「ガイドライン」の検討とは別に、啓発を通じて対応。


　（６）虐待等

　　　○　法制度のある「虐待」（障害者虐待防止法）、「いじめ」（いじめ防止対策推進法）、「DV」（配偶者暴力防止法）、「児童虐待」（児童虐待防止法）について
⇒　今後、障害者差別解消法に基づく国の「基本方針」や「対応指針」等においてどのように位置づけられるかを踏まえて、府ガイドラインにおける取扱いを検討することとし、当面は、論点を絞るため、これら他法令の分野は対象外とすることが考えられる。
　

資料１





なお、検討の進め方については、第１回部会の資料４（別紙）のとおりとした。





（別紙）第1回差別解消部会　資料４





※差別禁止部会意見書（平成24年9月）より抜粋


当該取扱いが客観的に見て、正当な目的の下に行われたものであり、かつ、その目的に照らして当該取扱いがやむを得ないといえる場合においては、不均等待遇は例外的に是認されるとすることが妥当である。


ここで、「客観的に見て」とは、正当化事由の存否の判断は、相手方の主観的


な判断に委ねられるのではなく、相手方の主張が客観的な事実によって裏付けら


れるもので、それが第三者の立場から見ても納得を得られるような客観性を備え


たものでなければならないといったことを意味するものである。





※差別禁止部会意見書（平成24年9月）より抜粋


合理的配慮は相手側の負担でその実施を求めるものであるが、無制限の負担を


求めるものではない。本法においても、同様に均衡を失した又は過度の負担が生じる場合には措置が義務付けられないとすることが妥当である。過度の負担であるかどうかの判断に当たっては、経済的・財政的なコストの他に業務遂行に及ぼす影響等を考慮する必要がある。





※　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律Ｑ＆Ａ集（内閣府）より抜粋


「合理的配慮」とは、社会的障壁の除去を必要としている障害者が現に存在する場合における個別の対応として求められるものであり、配慮を求められる相手方から見て、当該者が障害者なのか、配慮を必要としているか否かが分からない場合についてまで、具体的に配慮を義務付けることが困難なため。


意思の表明がない場合にも、法的な義務は発生しないものの、行政機関等や事業者が自主的に適切な配慮を行うことは、本法の趣旨に照らし望ましい。





※差別禁止部会意見書（平成24年9月）より抜粋


私人間においては、結社の自由や私的自治の原則、法律による規制はできるだけ慎重であるべきこと等を踏まえると、合理的配慮の分野でも述べるとおり、どのような関係を取り結ぶかについて、個人の自由な意思に委ねられ、異なる取扱いをすることが社会的に容認されている私的な領域においては、法律で差別とすることは妥当ではない。
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